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（１）自動車リサイクル法の背景

（２）自動車リサイクル法

年間約３４０万台（２００６年度～２０１５年度平均）発生する使用済自動車は、有用な金属・部品を
含み資源として価値が高いものであるため、従来は解体業者や破砕業者において売買を通じて流通し、
リサイクル・処理が行われてきました。

他方、産業廃棄物最終処理場の逼迫により、使用済自動車から生じるシュレッダーダストを低減する必
要性が高まっている状況の中、更なる使用済自動車のリサイクル・適正処理を図るため、２００５年１月
から自動車リサイクル法が施行され、リサイクル・適正処理が自動車メーカー等に義務付けられました。

自動車リサイクル法に基づく取り組みの結果、２０１５年度のリサイクル実効率は約９９％を超える
レベルにまで向上しております。

１．総論

資源循環社会の構築と環境保全を目的として、２００２年度に制定され、２００５年１月に本格施行され
た法律で、以下の特徴を持っています。
①自動車メーカー・輸入業者がフロン類、エアバッグ類、シュレッダーダスト（以下「ＡＳＲ」という）を

引取り、適正な処理を実施します（拡大生産者責任）。
②自動車関係者※の役割（責任）を明確化

※自動車所有者、引取業者、フロン類回収業者、解体業者、破砕業者、自動車メーカー・輸入業者
③リサイクル料金の自動車所有者による前払い方式を採用

■自動車リサイクル法施行後、新たに販売される自動車
→ 新規登録・検査を受ける時まで

■施行時の既販車のうち、継続検査等を受ける自動車
→ 施行後最初の継続検査等を受ける時まで（３年間の時限措置で２００８年１月終了）

■施行時の既販車のうち、継続検査等を受けずに使用済みとなる自動車・構内車、後付装備分の料金
→ 使用済自動車として引取業者に引き渡す時まで

④使用済自動車の移動報告に電子マニフェスト制度を導入
各関連事業者等が使用済自動車等の引取・引渡を行った際、一定期間内に情報管理センターに対して、

パソコンにより電子情報にて移動報告を行います。
⑤指定法人による制度運営

制度の根幹となる公的な業務を行う指定法人として、２００３年６月、主務大臣（経済産業大臣、
環境大臣）より財団法人自動車リサイクル促進センターが指定されました（２０１０年４月、公益財団
法人に移行）。

（３）自動車リサイクル法の指定３法人

主務大臣は、本財団からの申請により、次の3法人を指定（２００３年６月）

資金管理法人 情報管理センター指定再資源化機関

・リサイクル料金の収納

・再資源化預託金等の預
託に関する証明

・再資源化預託金等の管
理･運用および自動車
メーカー等への払渡

・自動車輸出に伴う再資
源化預託金等の返還

・小規模メーカー･輸入業者
から受託された再資源化等
処理

・義務者不存在車等の再資源
化等処理

・海上輸送費を補助する離島
対策支援

・撤去費用を補助する不法投
棄等対策支援

・関連事業者からの移動
報告受理、使用済自動
車の引取り、引渡し情
報を管理

・関連事業者からの移動
報告がない場合、その
旨を都道府県知事等へ
報告

・移動報告情報の保存･
閲覧･報告


